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（別紙）                         特別児童扶養手当に関する疑義について 

（平成 28 年６月 15 日障企発第 0615 第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長通知） 

 

改 正 後 

 

現  行 

                         平成２８年６月１５日 

                   障企発０６１５第３号 

児 企 第 

 

 

             

                改正 平成 30 年８月１日障企発 0801 第２号 

 

 

各都道府県・指定都市 民生主管部(局)長 殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部企画課長 

 

 

 

特別児童扶養手当に関する疑義について 

 

 

 

  標記については、従来示していた疑義回答を見直すとともに、新たな疑義

事項についても回答を附し、別紙のとおりまとめたので、事務取扱上の参考

とされたい。 

 また、これに伴い、「特別児童扶養手当に関する疑義について」（平成２

３年１０月２０日付け障企発１０２０第１号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部企画課長通知）は廃止する。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４

第１項に基づく技術的助言である。 

 

別 紙 

 

第一 監護・養育関係～第二  施設等入所関係（略） 

                         平成２８年６月１５日 

                   障企発０６１５第３号 

児 企 第 

 

 

             

                 

 

 

各都道府県・指定都市 民生主管部(局)長 殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部企画課長 

 

 

 

特別児童扶養手当に関する疑義について 

 

 

 

  標記については、従来示していた疑義回答を見直すとともに、新たな疑義

事項についても回答を附し、別紙のとおりまとめたので、事務取扱上の参考

とされたい。 

 また、これに伴い、「特別児童扶養手当に関する疑義について」（平成２

３年１０月２０日付け障企発１０２０第１号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部企画課長通知）は廃止する。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４

第１項に基づく技術的助言である。 

 

別 紙 

 

第一 監護・養育関係～第二  施設等入所関係（略） 



〈改正後〉                                 〈現 行〉 
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第三  所得関係 

（問１）（略） 

 

 

（問２）削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四  手続関係～第五  障害認定関係（略） 

 

 

第三  所得関係 

（問１）（略） 

 

 

（問２）所得制限の対象となる所得額を算出するに当たって、分離課税さ

れる土地・建物の譲渡所得については、租税特別措置法に定められた

各種特別控除を控除する前の金額で計算してよろしいか。 

（答） 長期譲渡所得の特別控除については、地方税法附則第３４条第１

項及び第２項において、「譲渡所得について所得税法その他の所得税

に関する法令の規定の例により計算した同法第３３条第３項の譲渡所

得（同項に規定する譲渡所得の特別控除額を控除しないで計算したと

ころのよる）」と規定されおり、控除前の所得で算定する。 

 

第四  手続関係～第五  障害認定関係（略） 

 

 


